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ス民法典が継受されたときの規定が改正されずに，そのままの形で今日にまで至っていると言ってよ L 、。しかし， フ








した比較検討の方法を採らず， フランス民法典中の各種の先取特権を検討対象としている O 先取特権制度の全体像を
概観し，また，それを把握することにより各論的問題に解答する可能性の有無を確認したいからである。そして，全
体像に対する接近方法としては，先取特権の追及効とその公示の問題に対する考察を中心とした。その結果， フラン
ス法においては， もはや，追及効は公示の効果であるといってよく，公示制度の整備に伴い，残されている問題点は
わが国と同じく，債務者の破産の場合と動産先取特権に関するものに限定されてきている状況にあり，考慮しなけれ
ばならない第三者の利益等が確認できたといえる。
論文審査の結果の要旨
先取特権は他の担保物権者を脅かしかねないため，近代法において批判的態度を採る立法や，衰微がみられる場合
もあるが，他方，今日なお活用要請は根強く，その増大傾向がみられ，理論上も担保物権の本質に連なる問題を抱え
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ている。わが国でも，その後進性や存在理由の脆弱化が指摘されるなか，多用され議論多出の例が存し，理論的見直
しの必要性が聞かれる。本論文は理論の再検討に備え，また解釈論上の示唆を求めて，母法たるフランス民法の先取
特権制度を体系的・総合的に検討し，その特質，機能と課題を解明する。すなわち，フランス民法上の先取特権を網
羅的に取り上げ，各々につき，趣旨と効用，問題点を分析し他方で追及効と公示とを共通視座として理論的検証を
加えて， フランスでは，数次の法改正や1955年の公示制度の整備等により，追及効が公示に強く結び‘っき，強化・活
用の進むものが一部に存する反面，存在意識が希薄化した例が多い現実を解析し，他方，公示を備えないもの特に債
務者破産の場合の動産先取特権につき，第三者との利益調整がなお難問である等々の理論課題を析出し，わが解釈論
への架橋を示唆する。
わが民法の先取特権規定はフランス民法を継受し，改正されていないが，フランスでは，頻繁かっ大幅な改正が民
法典の枠内で施され， この躍動的動向は，制度的意義や処理手法等につき有益かっ必須の検討素材を提供する。本論
文は先取特権に着目し，フランスのそれに接近した点で，その着眼は理論的に正当で鋭く，実践的にも有益な研究と
積極的に評価しうる。次に，本論文は必要かっ入手可能な文献を渉猟して遺漏なく，かっ丹念に調べたもので信頼度
が高く，地道で本格的な比較法研究と評価しうる。第三に，フランスの先取特権につき，その一部に関する研究は最
近も存在するが，その全てを詳細に扱った文献は明治初期の物を除き本論文が鳴矢で，わが国の研究開隙を埋め，今
日的な全体像を明らかにした点で，本論文の学術的価値は極めて高い。また，本論文は特別法による先取特権や関連
制度も考察しており， この点も剖目に値するo 本論文はフランスの先取特権につき，わが国の研究水準を一段と高め，
かっ向後の研究の指針となる貴重な研究と評価しうる。
本論文は，以上のことから，独創性を備えた理論的価値の高い内容の優れた研究で，課程博士の学位に値すると認
められる。
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